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平成25年度 平成26年度
年度末時価残高 時間加重収益率 年度末時価残高 時間加重収益率

円貨建公社債口 50,650 0.51 45,404 2.99
円貨建公社債口A 33,675 0.73 23,485 3.07
円貨建株式口 12,391 18.22 13,979 30.89
円貨建株式口B 13,498 17.55 15,616 30.24
外貨建公社債口 8,137 15.21 8,256 12.61
外貨建公社債口A 7,116 15.30 6,732 12.53
外貨建株式口 8,536 30.88 9,768 24.03
外貨建株式口B 8,709 33.70 8,615 22.72
短期資金口 7,438 0.08 3,003 0.09

合　計 150,154 134,861

ファンド名 運用状況

円貨建公社債口 ファンダメンタルズ分析に基づき、デュレーション戦略、イールドカーブ戦略、セクターアロケーション戦略
を決定し、アクティブ運用を行ないました。デュレーションについては、金利の低位推移を予測し、金利水
準や投資家動向を注視しながら適宜調整しました。種別構成については非国債多めの配分を維持しました。

円貨建公社債口A 限定的なデュレーション戦略、イールドカーブ戦略、セクターアロケーション戦略、および個別銘柄選択に
よるアクティブ運用を行ないました。残存期間構成についてはイールドカーブの形状変化に応じて適宜調整
しました。種別構成については非国債多めの配分を維持しました。

円貨建株式口 ボトムアップ･アプローチに基づく定性分析と定量分析の融合によるアクティブ運用を行ないました。業種リ
スクを抑えつつ、銘柄選択では、業績動向や割安性、成長性などの観点から入替えを実施しました。

円貨建株式口B 市場動向によるファクターの説明力変化を捉え、その重みを適宜修正するファクターローテーション戦略を
採用したエンハンストインデックス運用を行ないました。業種配分は中立方針とし、「バリュー指標」「収益性」
を重視した運用を行ないました。

外貨建公社債口 ファンダメンタルズ分析に基づき、通貨戦略、デュレーション戦略、イールドカーブ戦略を決定し、アクティブ
運用を行ないました。通貨配分については、米ドル、ユーロを中心に幅広い通貨で機動的に配分を変更しま
した。デュレーションについては、各国の金融政策などに応じて機動的に調整しました。

外貨建公社債口A 限定的な通貨戦略およびデュレーション戦略、イールドカーブ戦略、セクターアロケーション戦略、銘柄選
択によるアクティブ運用を行ないました。通貨配分およびデュレーションは機動的に調整したほか、残存期
間構成を適宜調整、銘柄選択では非国債の組み入れを維持しました。

外貨建株式口 ボトムアップ･アプローチに基づく定性分析と定量分析の融合によるアクティブ運用を行ないました。先進
国では、業種リスクを抑え、地域配分もほぼ中立とし、銘柄選択では独自の成長要因や収益改善などに
着目し銘柄の組み入れを実施しました。また、アジア新興国株式の組み入れ比率を引き上げました。

外貨建株式口B 市場動向によるファクターの説明力変化を捉え、その重みを適宜修正するファクターローテーション戦略を
採用したエンハンストインデックス運用を行ないました。地域配分や業種配分は中立方針とし、米国では第
2四半期以降「成長性」を重視、欧州では年度を通じて「バリュー指標」を重視した運用を行ないました。

短期資金口 流動性と安全性に留意した運用を行ないました。

（2）時価残高と運用実績

（1）平成26年度の運用状況
特別勘定第1特約（投資対象別各口）の状況　　

（単位：百万円、％）


